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2017 年 5 月 26 日 
カーディフ生命保険会社 

 
カーディフ生命保険会社（正式名称：カーディフ・アシュアランス・ヴィ、日本における代表者：久米 保則、所在地：東京

都渋谷区）の 2016 年度（2016 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日）の業績をお知らせいたします。 
 
 
� 団体保険の保有契約高推移（億円）団体保険の保有契約高推移（億円）団体保険の保有契約高推移（億円）団体保険の保有契約高推移（億円） 

 
 
主力商品である団体信用生命保険の好調な販売を受け

て、団体保険の保有契約高は今期も引き続き増加し、前

年同期比 12.9%増の 17 兆 1,992 億円となりました。 
 

 
� 保険料等収入の推移保険料等収入の推移保険料等収入の推移保険料等収入の推移（億円）（億円）（億円）（億円） 

 
保険料等収入は、住宅ローン保障商品の好調な販売によ

り、前年同期比 2.4%増の 478 億円となりました。 
 
 

 
 
� 基礎利益基礎利益基礎利益基礎利益   182 億円  

� 当期当期当期当期純利益純利益純利益純利益  39 億円 
 
 
 
 
� ソルベンシー・マージン比率ソルベンシー・マージン比率ソルベンシー・マージン比率ソルベンシー・マージン比率 624.9% 
 
 
 
 
 
 
 
カーディフ生命保険会社カーディフ生命保険会社カーディフ生命保険会社カーディフ生命保険会社 （カーディフ・アシュアランス・ヴィ）（カーディフ・アシュアランス・ヴィ）（カーディフ・アシュアランス・ヴィ）（カーディフ・アシュアランス・ヴィ）についについについについてててて 
カーディフ生命は、フランスを本拠とする世界有数の金融グループ BNP パリバの保険事業を担う BNP パリバ･カーディフの日本拠点として、2000 年 4
月に設立されました。以来、主に銀行をパートナーとして、金融機関の商品と組み合わせることで新たな価値をつくりだす「バンカシュアランス」というビジ

ネスモデルで事業を展開しています。特に、住宅ローン返済中にガンと診断された場合、保険金によってローン返済を支援する「ガン保障特約付団体信

用生命保険」を日本で初めて開発するなど、団体信用生命保険を主力商品としています。 
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カーディフ生命保険会社 お客さま相談室 TEL: 03-6415-8275 
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152,364 

171,992 

基礎利益は前年同期比1.0%減の182億円となりました。 
当期純利益は、主に契約者への配当による利益還元を進め

たこと、団体保険の保有契約増加に伴い責任準備金を積み増

したことにより、同28.1%減の39億円となりました。 

2016 年度末 

2015 年度末 

2016 年度 

2015 年度 

ソルベンシー・マージン比率は 2015 年度末の 653.4%
から 28.5 ポイント減の 624.9%となりました。 
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(1) 保有契約高及び新契約高保有契約高及び新契約高保有契約高及び新契約高保有契約高及び新契約高

・保有契約高 （単位：千件、億円、%）

前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

5 103.6 5 116.7 5 102.1 6 113.2

0 21.7 8 20.7 0 96.8 7 96.4

－ － 152,364 104.4 － － 171,992 112.9

－ － － － － － － －

（注）

・新契約高        （単位：千件、億円、%）

前年度比 前年度比 新契約

転換による

純増加

前年度比 前年度比 新契約

転換による

純増加

0 71.9 0 － 0 － 0 80.4 － 0.0 － -

－ － － － － － － － － － － －

－ － 0 20.3 0 － － － 1 646.7 1 －

－ － － － － － － － － － － －

（注） 1.

2.

新たに当社の団体保険契約の被保険者となった方の人数・金額の推移は、以下のとおりです。

（参考）新規の被保険者数・金額 （単位：千件、億円、%）

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

126 94.9 26,127 99.8 151 119.9 31,783 121.6

（注）  件数は被保険者数を表します。

(2) 年換算保険料年換算保険料年換算保険料年換算保険料

・保有契約    （単位：百万円、%）

前年度末比

2015年度末 2016年度末

312

96.2

96.6

96.3

96.2

前年度末比

312

62

375

325

95.4

22.1

61.6

95.4

325

64

389

　　　　1．主要業績．主要業績．主要業績．主要業績

新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です（ただし個人変額年金保険について

は、初回保険料相当額を計上しています）。

団体保険の新契約高は、新契約として計上された月の単月の新契約高を表します。

うち医療保障・

生前給付保障等

合計

個人年金保険

区　　分

件　数

個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計

したものです（ただし個人変額年金保険の年金支払開始前契約については、基本保険金額を計上しています）。

団体保険

団体保険

団体年金保険

区　　分

個人年金保険

個人保険

個人保険

2015年度末 2016年度末

件　数

2015年度 2016年度

区　　分

個人保険

個人年金保険

団体保険

団体年金保険

金　額 金　額

件　数

件　数 金　額 件　数 金　額

2015年度 2016年度

金　額 件　数 金　額
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・新契約 　　　（単位：百万円、%）

前年度比 前年度比

10 82.3 8 77.7

－ － － －

合計 10 82.3 8 77.7

うち医療保障・

生前給付保障等

10 82.3 8 77.7

（注） 1.

2.

（単位：百万円、%）

前年度比 前年度比

46,769 106.2 47,879 102.4

299 20.5 246 82.2

26,177 109.6 24,505 93.6

62 118.3 57 91.4

18,158 108.5 16,644 91.7

 （単位：百万円、%）

前年度末比 前年度末比

65,111 98.2 66,797 102.6

2016年度末

区　　分

区　　分

(4) 総資産総資産総資産総資産

(3) 主要収支項目主要収支項目主要収支項目主要収支項目

総資産

区　　分

個人保険

個人年金保険

年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1年あたりの保険料に換算した

金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給

付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）

等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

保険料等収入

資産運用収益

保険金等支払金

資産運用費用

経常利益

2015年度 2016年度

2015年度 2016年度

2015年度末
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（単位：千件、億円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

普通死亡 5 6 － － 1,058 171,992 1,063 171,998

災害死亡 － － 0 0 － － 0 0

－ － 0 7 － － 0 7

－ － － － 767 117,697 767 117,697

災害入院 3 0 － － － － 3 0

疾病入院 3 0 － － － － 3 0

その他の条件付入院 3 0 － － － － 3 0

5 － － － － － 5 －

（注）1.
2.

3.

4.

団体保険の件数は被保険者数を表します。

その他の保障は、団体信用生命保険特定疾病保障特約Ⅰ型（三大疾病の保障）、団体信用生命保険特定疾病保障特

約Ⅱ型（ガンの保障）、上皮内ガン・皮膚ガン保障特約、ガン先進医療特約の合計を表します。

生存保障欄の金額は、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支

払開始後契約の責任準備金を合計したものを表します(ただし個人変額年金保険の年金支払開始前契約については基

本保険金額を計上しています)。
入院保障欄の金額は入院給付日額を表します。

生存保障

死

亡

保

障

その他の保障

入

院

保

障

手術保障

　　　　2．．．．2016年度末年度末年度末年度末 保障機能別保有契約高保障機能別保有契約高保障機能別保有契約高保障機能別保有契約高

項　　　目

個人保険 個人年金保険 団体保険 合計
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　　　　3．．．．2016年度年度年度年度 一般勘定資産の運用状況一般勘定資産の運用状況一般勘定資産の運用状況一般勘定資産の運用状況

(1) 2016年度の資産の運用状況年度の資産の運用状況年度の資産の運用状況年度の資産の運用状況

①①①①     運用環境運用環境運用環境運用環境

②②②②     当社の運用方針当社の運用方針当社の運用方針当社の運用方針

③③③③     運用実績の概況運用実績の概況運用実績の概況運用実績の概況

2016年度の日本経済は、4月の熊本地震の発生、市場予想に反した英国および米国での政治イベントの

結果などが金融市場に大きな影響を与えたものの、雇用・所得環境の改善や、世界経済の好転による輸出

の持ち直しなどから企業収益は堅調に推移し、年度を通じて緩やかな回復基調を辿りました。

 
こうした国内経済情勢のもと、運用環境は以下のとおりとなりました。

 
国内株式市場は、年度当初熊本地震により一時下落したものの、新興国経済の好転などを受けその後大

きく上昇して始まりました。6月英国の国民投票でEU（欧州連合）離脱派が勝利すると株価は下落し、11月

米国大統領選挙において市場予想に反してトランプ政権が誕生すると一時急落する局面もありましたが、

その後は早々に落ち着きを取り戻し、米国での財政支出拡大や規制緩和などの政策期待から大きく上昇す

る展開となりました。この結果、当年度末の日経平均株価は対前年度末比2,150円59銭上昇の18,909円

26銭となりました。

 
国内長期金利は、日銀がマイナス金利政策を続ける中、英国のEU離脱懸念によるリスク回避の動きから、

新発10年国債利回りは一時過去最低の△0.287％まで低下しました。しかしながら、7月の日銀会合でマイ

ナス金利政策の深掘りが決定されなかったことを受け金利は上昇に転じ、9月の日銀による長短金利操作

付き量的・質的金融緩和の導入、11月の米トランプ政権誕生による米財政拡張期待、さらには12月米

FOMC（連邦公開市場委員会）での利上げ決定を受け、世界的に金利は上昇しました。この結果、当年度

末の新発10年国債利回りは対前年度末比0.115％上昇のプラス0.065％となりました。

 
円ドルの為替相場は、振れ幅の大きい展開となりました。6月、市場予想に反する英国のEU離脱派の勝利

により一時99円台まで急上昇しました。その後一進一退が続きましたが、年度後半からは米利上げ観測の

高まりや財政拡張による日米金利差拡大期待から円は113円78銭まで急落しました。年明け以降はトラン

プ政権の為替市場への言及や、欧州政局への懸念、また地政学リスクの高まりから買い戻しの動きとな

り、当年度末の円ドルレートは対前年度末比49銭円高ドル安の112円19銭となりました。

 
円ユーロの為替相場は、英国の国民投票でEU離脱派が勝利したことにより売られ、年度前半大きく円高が

進みました。その後115円を挟む膠着状態が続きましたが、11月に米トランプ政権が誕生すると一気にユー

ロ高の流れとなりました。年明け以降は2017年に控えているフランス大統領選挙など政治リスクが嫌気さ

れユーロ安へ戻り、当年度末の円ユーロレートは対前年度末比7円91銭円高ユーロ安の119円79銭となり

ました。

当社は、安定した利息収入の確保と資産の健全性維持を目標とした資産運用を行っています。具体的に

は、流動性に配慮しつつ、安全性、収益性の優先順位に基づき、高格付けの円建て公社債を中核とした運

用を行っています。

2016年度末の一般勘定資産残高は、前年度末より1,703百万円増加の66,160百万円となりました。主な

資産構成は国内公社債54.7％、外国証券（円貨建て外債など）25.0％、国内株式1.6％となりました。資産

運用収益は、有価証券利息・配当金及び有価証券売却益が減少したことにより、前年度比5百万円減の

242百万円となりました。また資産運用費用は前年度比5百万円減の57百万円となりました。この結果、一

般勘定資産運用関係収支は前年度からほぼ横ばいの185百万円となりました。
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金　額 占　率 金　額 占　率

7,837 12.2 6,441 9.7

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

51,330 79.6 53,792 81.3

35,671 55.3 36,200 54.7

－ － 1,028 1.6

15,658 24.3 16,564 25.0

公社債 15,658 24.3 16,564 25.0

株式等 － －

－ － － －

－ － － －

84 0.1 89 0.1

4,080 6.3 4,677 7.1

1,124 1.7 1,158 1.8

－ － － －

64,457 100.0 66,160 100.0

－ － － －

（単位：百万円）

2015年度 2016年度

現預金･コールローン 4,320 △ 1,395

買現先勘定 － －

債券貸借取引支払保証金 － －

買入金銭債権 － －

商品有価証券 － －

金銭の信託 － －

有価証券 △ 1,618 2,462

公社債 214 528

株　式 － 1,028

外国証券 3,170 905

公社債 3,170 905

株式等 － －

その他の証券 △ 5,003 －

貸付金 － －

不動産 36 5

繰延税金資産 △ 87 597

その他 △ 490 33

貸倒引当金 － －

合計 2,161 1,703

うち外貨建資産 － －

うち外貨建資産

(2) 資産の構成資産の構成資産の構成資産の構成

（単位：百万円、%）

(3) 資産の増減資産の増減資産の増減資産の増減

不動産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

合計

区　　　分

区　　　分

2015年度末 2016年度末

現預金･コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

有価証券

公社債

株　式

外国証券

その他の証券

貸付金
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（単位：百万円）

2015年度 2016年度

239 236

預貯金利息 1 0

有価証券利息・配当金 238 235

貸付金利息 － －

不動産賃貸料 － －

その他利息配当金 0 －

－ －

－ －

－ －

7 5

国債等債券売却益 6 5

株式等売却益 － －

外国証券売却益 0 0

その他 － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

247 242

（単位：百万円）

2015年度 2016年度

0 0

－ －

－ －

－ －

0 0

国債等債券売却損 － －

株式等売却損 － －

外国証券売却損 0 0

その他 － －

－ －

国債等債券評価損 － －

株式等評価損 － －

外国証券評価損 － －

その他 － －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

61 55

62 57

賃貸用不動産等減価償却費

その他運用費用

合　　　　　計

(4) 資産運用関係収益資産運用関係収益資産運用関係収益資産運用関係収益

(5) 資産運用関係費用資産運用関係費用資産運用関係費用資産運用関係費用

有価証券評価損

有価証券償還損

金融派生商品費用

その他運用収益

合　　　　　計

為替差損

貸倒引当金繰入額

貸付金償却

区　　　分

支払利息

商品有価証券運用損

金銭の信託運用損

売買目的有価証券運用損

有価証券売却損

有価証券売却益

有価証券償還益

金融派生商品収益

為替差益

貸倒引当金戻入額

区　　　分

利息及び配当金等収入

商品有価証券運用益

金銭の信託運用益

売買目的有価証券運用益
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(6)資産運用に係わる諸効率資産運用に係わる諸効率資産運用に係わる諸効率資産運用に係わる諸効率

① 資産別運用利回り

（単位：%）

2015年度 2016年度

0.05 0.01

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

0.47 0.47

0.49 0.46

－ 5.52

0.55 0.40

－ －

－ －

0.31 0.29

0.55 0.40

（注）1.

2. 海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

 ② 売買目的有価証券の評価損益

該当ありません。

貸付金

不動産

一般勘定計

利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、

資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

うち海外投融資

金銭の信託

有価証券

うち公社債

うち株式

うち外国証券

商品有価証券

区　　分

現預金・コールローン

買現先勘定

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権
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③ 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）

（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

50,232 51,330 1,097 1,112 14 52,539 53,342 803 852 49

34,596 35,671 1,074 1,074 － 35,454 36,200 745 756 11

－ － － － － 494 578 84 84 －

15,635 15,658 23 37 14 16,591 16,564 △ 27 11 38

公社債 15,635 15,658 23 37 14 16,591 16,564 △ 27 11 38

株式等 － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

50,232 51,330 1,097 1,112 14 52,539 53,342 803 852 49

34,596 35,671 1,074 1,074 － 35,454 36,200 745 756 11

－ － － － － 494 578 84 84 －

15,635 15,658 23 37 14 16,591 16,564 △ 27 11 38

15,635 15,658 23 37 14 16,591 16,564 △ 27 11 38

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位：百万円）

④ 金銭の信託の時価情報

該当ありません。

その他 － －

合     計 － 450

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） －

非上場外国債券 － －

－

その他有価証券 450

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） － 450

－

責任準備金対応債券 － －

子会社・関連会社株式 － －

非上場外国債券 － －

その他 － －

区      分 2015年度末 2016年度末

満期保有目的の債券 － －

合　　　  計

その他有価証券

公社債

株式

外国証券

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

その他

公社債

株式

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

その他

区　　分

2015年度末 2016年度末

帳簿価額 時価

差　損　益

帳簿価額 時価

差　損　益

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式
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4．貸借対照表．貸借対照表．貸借対照表．貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比

（資　産　の　部）

現金及び預貯金現金及び預貯金現金及び預貯金現金及び預貯金 7,848 12.1 6,455 9.7 △△△△ 1,392

現金 － － － － －

預貯金 7,848 12.1 6,455 9.7 △ 1,392

コールローンコールローンコールローンコールローン －－－－ －－－－ －－－－ －－－－ －－－－

有価証券有価証券有価証券有価証券 51,973 79.8 54,415 81.5 2,441

国債 33,394 51.3 31,470 47.1 △ 1,924

地方債 － － 2,057 3.1 2,057

社債 2,277 3.5 2,672 4.0 395

株式 － － 1,028 1.5 1,028

外国証券 15,658 24.0 16,564 24.8 905

その他の証券 642 1.0 622 0.9 △ 20

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 133 0.2 135 0.2 1

建物 84 0.1 89 0.1 5

その他の有形固定資産 48 0.1 45 0.1 △ 3

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 284 0.4 298 0.4 14

ソフトウェア 262 0.4 294 0.4 31

その他の無形固定資産 22 0.0 4 0.0 △ 17

再保険貸再保険貸再保険貸再保険貸 463 0.7 467 0.7 4

その他資産その他資産その他資産その他資産 328 0.5 346 0.5 18

未収金 97 0.2 112 0.2 14

前払費用 56 0.1 52 0.1 △ 4

未収収益 56 0.1 66 0.1 9

預託金 113 0.2 113 0.2 －

仮払金 2 0.0 1 0.0 0

その他の資産 2 0.0 1 0.0 △ 1

繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産 4,080 6.3 4,677 7.0 597

資産の部合計資産の部合計資産の部合計資産の部合計 65,111 100.0 66,797 100.0 1,685

（単位：百万円、%）

                              期   別

科    目

2015年度末

（2016年3月31日現在）

2016年度末

（2017年3月31日現在） 比較増減
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 （単位：百万円、%）

金額 構成比 金額 構成比

　（負　債　の　部）

保険契約準備金保険契約準備金保険契約準備金保険契約準備金 31,559 48.5 34,592 51.8 3,032

支払備金 6,443 9.9 6,638 9.9 195

責任準備金 15,353 23.6 17,265 25.8 1,912

契約者配当準備金 9,763 15.0 10,688 16.0 924

代理店借代理店借代理店借代理店借 15 0.0 21 0.0 6

再保険借再保険借再保険借再保険借 508 0.8 569 0.9 61

その他負債その他負債その他負債その他負債 621 1.0 503 0.8 △△△△ 118

未払法人税等 376 0.6 207 0.3 △ 169

未払金 － － － － －

未払費用 162 0.2 214 0.3 51

預り金 36 0.1 35 0.1 0

資産除去債務 45 0.1 45 0.1 －

仮受金 0 0.0 0 0.0 0

退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金 462 0.7 483 0.7 20

特別法上の準備金特別法上の準備金特別法上の準備金特別法上の準備金 69 0.1 81 0.1 11

価格変動準備金 69 0.1 81 0.1 11

本支店勘定本支店勘定本支店勘定本支店勘定 4 0.0 4 0.0 0

負債の部合計負債の部合計負債の部合計負債の部合計 33,240 51.1 36,255 54.3 3,014

（純　資　産　の　部）

持込資本金持込資本金持込資本金持込資本金 24,943 38.3 24,943 37.3 －－－－

剰余金剰余金剰余金剰余金 6,136 9.4 5,019 7.5 △△△△ 1,117

繰越利益剰余金 6,136 9.4 5,019 7.5 △ 1,117

持込資本金等合計持込資本金等合計持込資本金等合計持込資本金等合計 31,080 47.7 29,963 44.9 △△△△ 1,117

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 790 1.2 578 0.9 △△△△ 212

評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計評価・換算差額等合計 790 1.2 578 0.9 △△△△ 212

純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計 31,870 48.9 30,541 45.7 △△△△ 1,329

負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計 65,111 100.0 66,797 100.0 1,685

比較増減

                              期   別

科    目

2015年度末

（2016年3月31日現在）

2016年度末

（2017年3月31日現在）
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（注記事項）（注記事項）（注記事項）（注記事項）

1.　　会計方針に関する事項

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

(2)  有形固定資産の減価償却の方法

(3)  無形固定資産の減価償却の方法

(4)  外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

(5)  貸倒引当金の計上方法

(6)  退職給付引当金の計上方法

(7)  価格変動準備金の計上方法

(8)  消費税等の会計処理方法

(9)  責任準備金の積立方法

2.   金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項

(1)  金融商品に対する取組方針

(2)  金融商品の内容及びそのリスク

(3)  金融商品に係るリスク管理体制

当社の保有する金融資産は有価証券が大宗を占め、主に円貨建公社債（円貨建外債を含む）と国内株式、投資信託から

構成されております。一般勘定で運用する有価証券は、国債、政府保証債、円貨建外債、国内株式などから構成され、「そ

の他目的」区分で保有しております。これらは金利および価格変動リスク、ならびに信用リスクに晒されております。金利お

よび価格変動リスクとは金利や株価の変動により保有資産の市場価値が変動し、損失を被るリスクです。信用リスクとは、

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少・消失し、損失を被るリスクです。なお、特別勘定で運用する

有価証券は「売買目的」区分で保有しております。

保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の金融資産に係る金利および価格変動リスク、

ならびに信用リスク管理につきましては、当社のリスク管理基本規程ならびに資産運用方針に基づき、資産配分や金利感

応度及び信用供与枠の抵触状況をリスク管理担当部署が日次でモニタリングするとともに、四半期毎に投資委員会ならび

にその上位機関であるジャパン・リスク管理委員会へ報告する体制となっております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき計上しております。なお、当期末において、貸倒引当金

の計上はありません。

有価証券（現金及び預貯金のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原

価の算定は移動平均法）により処理しております。その他有価証券のうち時価のあるものについては3月末日の市場価格

等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)によっており、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直

入法により処理しております。その他有価証券のうち時価のないものについては原価法（売却原価の算定は移動平均法）

により処理しております。

有形固定資産の減価償却方法は定額法により行っております。

責任準備金は保険業法第199条において準用する同法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については

金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号）により計算しております。また、保険業法施行規則第150条第5項

の規定に基づき、追加責任準備金を積み立てております。

保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険会社の資産の性格に

基づき安全性・収益性・流動性に十分配慮しながら、中長期的に安定した収益の確保を目指すことを運用の基本方針とし

て、円貨建公社債を中核とした投資を行っております。保険業法第118条第1項に規定する特別勘定の資産運用は、各特

別勘定の流動性を確保しつつ、投資信託による運用を行っております。

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準に基づく小規模企業等における簡便

法を採用し、当期末において発生していると認められる要支給額を計上しております。

価格変動準備金は、保険業法第199条において準用する同法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間に基づく定額法により行っております。

外貨建資産・負債は3月末日の為替相場により円換算しております。
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(4)  金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

貸借対照表

計上額

時価 差額

①現金及び預貯金 6,455 6,455 －

②有価証券 53,965 53,965 －

　売買目的有価証券 622 622 －

　その他有価証券 53,342 53,342 －

（注1）時価の算定方法

①現金及び預貯金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

②有価証券

3. 有形固定資産の減価償却累計額は72百万円であります。

4.

5. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。

当期首現在高 9,763百万円
当期契約者配当金支払額 10,158百万円

利息による増加等              － 百万円

契約者配当準備金繰入額 11,083百万円

当期末現在高 10,688百万円

6.

7.

8.

9. 

10. 本支店勘定

本支店勘定は、本店との日常取引で生じる資金の貸借額を計上しております。

11. 持込資本金

持込資本金は、日本国内に持ち込んだ金額のうち、保険業法第197条の自己資本に相当するものを計上しております。

12. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

（追加情報）

カーディフ生命保険会社（当社）およびカーディフ損害保険会社は、監督官庁である金融庁の認可を含めた関連法令上の諸手続

きの完了を前提として、仏国保険会社の日本支店から日本の生命保険会社および損害保険会社（日本法人）に会社形態を変更

する方針を決定いたしました。また日本法人への移行に伴い、新損害保険会社を新生命保険会社の100%子会社といたします。

新しい会社の営業開始は2018年中を予定しております。

なお、当社の親会社であるBNPパリバ・カーディフは、三井住友信託銀行株式会社と、保険ビジネスの協業について合意しており

ます。本協業に伴い、関係当局の許認可等を前提に、三井住友信託銀行株式会社が新生命保険会社株式の20%をBNPパリ

バ・カーディフから取得することを予定しております。

保険業法施行規則第160条において準用する同規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再保

険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は125百万円、同規則第160条において準用す

る同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は

60百万円であります。

主な金融資産にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

市場価格等のある有価証券につきましては3月末日の市場価格によっております。

（注2）非上場株式（貸借対照表価額450百万円）は、市場価格がなく、かつ合理的に将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず時価を把握することが極めて困難と認められるため、「②有価証券　その他有価証券」には含めておりませ

ん。

保険業法第199条において準用する同法第118条に規定する特別勘定の資産の額は、636百万円であります。なお、負債の

額も同額であります｡

保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は770百万

円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

繰延税金資産の総額は4,905 百万円、繰延税金負債の総額は227 百万円であります。繰延税金資産発生の主な原因別内

訳は保険契約準備金4,669 百万円、退職給付引当金135 百万円であります。繰延税金負債発生の主な原因は、その他有

価証券評価差額金に係る税効果相当額224 百万円であります。

保険業法第190条にて定めのある保険契約者保護のための供託に関しては、BNPパリバ銀行による銀行保証契約をもって

それに代わるものとしているため、貸借対照表上純資産の部には表記されておりません。
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　　　　5．損益計算書．損益計算書．損益計算書．損益計算書

2015年度 2016年度

2015年4月1日から

2016年3月31日まで

2016年4月1日から

2017年3月31日まで

経常収益経常収益経常収益経常収益 50,060 48,127 △△△△ 1,932
保険料等収入保険料等収入保険料等収入保険料等収入 46,769 47,879 1,109

保険料 45,626 46,626 1,000
再保険収入 1,143 1,252 108

資産運用収益資産運用収益資産運用収益資産運用収益 299 246 △△△△ 53
利息及び配当金等収入 239 236 △ 3
   預貯金利息 1 0 △ 1
　 有価証券利息・配当金 238 235 △ 2
　 その他利息配当金 0 － 0
有価証券売却益 7 5 △ 1
特別勘定資産運用益 52 3 △ 48

その他経常収益その他経常収益その他経常収益その他経常収益 2,990 2 △△△△ 2,988
年金特約取扱受入金 － － －

支払備金戻入額 － － －

責任準備金戻入額 2,988 － △ 2,988
その他の経常収益 1 2 0

経常費用経常費用経常費用経常費用 31,901 31,483 △△△△ 418
保険金等支払金保険金等支払金保険金等支払金保険金等支払金 26,177 24,505 △△△△ 1,671

保険金 8,673 8,655 △ 17
年金 25 16 △ 9
給付金 12,482 14,004 1,522
解約返戻金 3,413 48 △ 3,364
その他返戻金 0 0 0
再保険料 1,583 1,780 197

責任準備金等繰入額責任準備金等繰入額責任準備金等繰入額責任準備金等繰入額 1,124 2,107 983
支払備金繰入額 1,124 195 △ 929
責任準備金繰入額 － 1,912 1,912

資産運用費用資産運用費用資産運用費用資産運用費用 62 57 △△△△ 5
支払利息 0 0 0
有価証券売却損 0 0 0
その他運用費用 61 55 △ 5

事業費事業費事業費事業費 4,293 4,551 257
その他経常費用その他経常費用その他経常費用その他経常費用 244 261 17

税金 102 105 3
減価償却費 87 103 15
退職給付引当金繰入額 48 50 2
その他の経常費用 5 1 △ 3

経常利益経常利益経常利益経常利益 18,158 16,644 △△△△ 1,513
特別利益特別利益特別利益特別利益 －－－－ －－－－ －－－－

特別損失特別損失特別損失特別損失 18 15 △ 3

固定資産等処分損 8 3 △ 4

価格変動準備金繰入額 10 11 1

10,002 11,083 1,081
8,137 5,545 △△△△ 2,592
2,737 2,130 △△△△ 606
△△△△ 63 △△△△ 514 △△△△ 451

2,674 1,615 △△△△ 1,058
5,463 3,929 △△△△ 1,533
4,756 6,136 1,380
4,083 5,047 964
6,136 5,019 △△△△ 1,117

当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益

繰越利益剰余金（当期首残高）繰越利益剰余金（当期首残高）繰越利益剰余金（当期首残高）繰越利益剰余金（当期首残高）

本社送金本社送金本社送金本社送金

繰越利益剰余金繰越利益剰余金繰越利益剰余金繰越利益剰余金

（単位：百万円）

特特特特

別別別別

損損損損

益益益益

のののの

部部部部

契約者配当準備金繰入額契約者配当準備金繰入額契約者配当準備金繰入額契約者配当準備金繰入額

税引前当期純利益税引前当期純利益税引前当期純利益税引前当期純利益

法人税及び住民税法人税及び住民税法人税及び住民税法人税及び住民税

比較増減

法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額

法人税等合計法人税等合計法人税等合計法人税等合計

科　　目

経経経経

常常常常

損損損損

益益益益

のののの

部部部部
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1. 有価証券売却益の内訳は、国債等債券5百万円、外国証券0百万円であります。

2. 有価証券売却損の内訳は、外国証券0百万円であります。

3.

4. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

支払備金繰入額の計算上差し引かれた出再支払備金繰入額は20百万円、責任準備金繰入額の計算上差し引かれた

出再責任準備金繰入額は9百万円であります。

（注記事項）（注記事項）（注記事項）（注記事項）
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（単位：百万円）

2015年度 2016年度

A 18,471 18,295

7 5

金銭の信託運用益 － －

売買目的有価証券運用益 － －

有価証券売却益 7 5

金融派生商品収益 － －

為替差益 － －

その他キャピタル収益 － －

0 0

金銭の信託運用損 － －

売買目的有価証券運用損 － －

有価証券売却損 0 0

有価証券評価損 － －

金融派生商品費用 － －

為替差損 － －

その他キャピタル費用 － －

B 6 4

A+B 18,477 18,300

－ －

再保険収入 － －

危険準備金戻入額 － －

個別貸倒引当金戻入額 － －

その他臨時収益 － －

319 1,656

再保険料 － －

危険準備金繰入額 314 1,613

個別貸倒引当金繰入額 － －

－ －

貸付金償却 － －

その他臨時費用 5 43

C △ 319 △ 1,656

A+B+C 18,158 16,644

　　　　6．経常利益等の明細（基礎利益）．経常利益等の明細（基礎利益）．経常利益等の明細（基礎利益）．経常利益等の明細（基礎利益）

　　　　7．債務者区分による債権の状況．債務者区分による債権の状況．債務者区分による債権の状況．債務者区分による債権の状況

　　　該当ありません。

キャピタル損益

キャピタル損益含み基礎利益

臨時収益

臨時費用

基礎利益基礎利益基礎利益基礎利益

キャピタル収益

キャピタル費用

特定海外債権引当勘定繰入額

　　　　8．リスク管理債権の状況．リスク管理債権の状況．リスク管理債権の状況．リスク管理債権の状況

　　　該当ありません。

臨時損益

経常利益
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2015年度末 2016年度末

 ソルベンシー・マージン総額 (A) 39,811 43,189

200 200

69 81

11,976 13,589

－ －

988 722

－ －

120 110

－ －

－ －

26,033 27,493

－ －

423 991
 リスクの合計額　

 　(B) 12,185 13,820

保険リスク相当額 R1 8,835 10,003

第三分野保険の保険リスク相当額 R8 3,019 3,457

予定利率リスク相当額 R2 0 0

最低保証リスク相当額 R7 － 0

資産運用リスク相当額 R3 1,267 1,308

経営管理リスク相当額 R4 262 295

653.4% 624.9%

（注） 1.
2.
3.

　　　　9．ソルベンシー・マージン比率．ソルベンシー・マージン比率．ソルベンシー・マージン比率．ソルベンシー・マージン比率

項　　　目

供託金等

価格変動準備金

危険準備金

最低保証リスク相当額は、標準的方式を用いて算出しています。

（単位：百万円）

供託金等は、保険業法第190条にて定めのある供託金に代わる銀行保証契約の契約金額を記載しています。

上記は、保険業法施行規則第161条、第162条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。

一般貸倒引当金

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損

益（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％）

土地の含み損益×85％ （マイナスの場合100％）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

負債性資本調達手段等

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び

負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額

 ソルベンシー・マージン比率

持込資本金等

控除項目

その他

	(R1 + R8 
)2 + (R2 + R3 + R7 

)2 +  R4

(A)
(1/2) x (B)

x 100
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（単位：億円）

2015年度末 2016年度末

－ －

6 6

－ －

6 6

① 保有契約高

（単位：千件、億円）

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

0 7 0 7

② 年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳

（単位：百万円、%）

金　　額 構成比 金　　額 構成比

11 1.7 13 2.2

642 98.3 622 97.8

－ － － －

－ － － －

外国証券 － － － －

公社債 － － － －

株式等 － － － －

その他の証券 642 98.3 622 97.8

－ － － －

0 0.0 － －

－ － － －

654 100.0 636 100.0

有価証券

現預金･コールローン

その他

貸倒引当金

合計

公社債

株　式

貸付金

　　　　10．．．．2016年度特別勘定の状況年度特別勘定の状況年度特別勘定の状況年度特別勘定の状況

個人変額年金保険

区　　分

区　　分

2015年度末

(1) 特別勘定資産残高の状況特別勘定資産残高の状況特別勘定資産残高の状況特別勘定資産残高の状況

(2) 個人変額年金保険（特別勘定）の状況個人変額年金保険（特別勘定）の状況個人変額年金保険（特別勘定）の状況個人変額年金保険（特別勘定）の状況

区　　分

個人変額保険

個人変額年金保険

団体年金保険

特別勘定計

2016年度末

2015年度末 2016年度末
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（単位：百万円）

2015年度 2016年度

金　　額 金　　額

利息配当金等収入 14 14

有価証券売却益 0 0

有価証券償還益 154 －

有価証券評価益 84 115

為　替　差　益 － －

金融派生商品収益 － －

その他の収益 － －

有価証券売却損 1 1

有価証券償還損 － －

有価証券評価損 200 124

為　替　差　損 － －

金融派生商品費用 － －

その他の費用 － －

収　支　差　額 52 3

該当ありません。

該当ありません。

以　上

　　　　11．保険会社及びその子会社等の状況．保険会社及びその子会社等の状況．保険会社及びその子会社等の状況．保険会社及びその子会社等の状況

　（参考）証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況について　（参考）証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況について　（参考）証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況について　（参考）証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況について

区　　分

③ 個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況
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